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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．当社は第31期中間連結会計期間から中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前の会計期間については

記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

回次 第30期中 第31期中 第32期中 第30期 第31期 

会計期間 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
４月30日 

自平成16年 
11月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年 
11月１日 
至平成18年 
４月30日 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成16年 
11月１日 
至平成17年 
10月31日 

売上高（千円） － 8,798,945 9,346,506 － 17,814,663 

経常利益（千円） － 248,529 96,082 － 448,575 

中間（当期）純利益（千円） － 150,450 44,454 － 261,131 

純資産額（千円） － 3,824,340 3,895,544 － 3,941,288 

総資産額（千円） － 7,386,805 7,486,322 － 7,116,272 

１株当たり純資産額（円） － 1,184.00 1,206.05 － 1,216.91 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
－ 46.57 13.76 － 77.54 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － 51.8 52.0 － 55.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ 1,286,653 △210,946 － 1,411,120 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ △67,206 △4,160 － △66,046 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ △368,961 37,780 － △830,137 

現金及び現金同等物の中間期

末(期末)残高（千円） 
－ 1,369,528 904,306 － 1,082,996 

従業員数（人） － 93 98 － 96 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、第30期までは、関連会社が存在しないため、第31期中間会計

期間以降は中間連結財務諸表および連結財務諸表を作成しているため、いずれも記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

４．第31期中間会計期間より、中間連結財務諸表を作成しているため、キャッシュ・フローに関する事項につい

ては記載しておりません。 

５．第30期の１株当たり配当額には、上場記念配当５円を含んでおります。 

６．第30期（平成16年４月27日付）で株式１株につき30株の分割を行っております。 

回次 第30期中 第31期中 第32期中 第30期 第31期 

会計期間 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
４月30日 

自平成16年 
11月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年 
11月１日 
至平成18年 
４月30日 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成16年 
11月１日 
至平成17年 
10月31日 

売上高（千円） 10,128,832 8,838,384 9,167,175 20,571,557 17,929,550 

経常利益（千円） 624,613 235,067 71,586 905,569 418,713 

中間（当期）純利益（千円） 354,830 137,464 3,438 510,395 233,513 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 96,000 560,330 560,330 560,330 560,330 

発行済株式総数（株） 2,640,000 3,230,000 3,230,000 3,230,000 3,230,000 

純資産額（千円） 2,375,375 3,825,117 3,835,994 3,861,014 3,921,157 

総資産額（千円） 7,509,691 7,371,102 7,408,257 7,789,567 7,079,761 

１株当たり純資産額（円） 899.76 1,184.24 1,187.61 1,187.62 1,210.68 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
134.40 42.55 1.06 177.73 68.99 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － － 25 22 

自己資本比率（％） 31.6 51.9 51.8 49.6 55.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△97,815 － － △1,898,539 － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△15,301 － － △90,149 － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
254,734 － － 1,345,167 － 

現金及び現金同等物の中間期

末(期末)残高（千円） 
1,256,680 － － 468,921 － 

従業員数（人） 76 88 93 81 91 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）1. 従業員数は、就業人員（常用パートを含んでおります。）であります。 

    2. 単一セグメントであり、事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を記載

しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、常用パートを含んでおります。）であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年４月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

                  営業部門 75   

                  全社（共通） 23   

合計 98   

  平成18年４月30日現在

従業員数（人） 93   



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人所得の増加やこの冬の寒波により個人消費が堅調に推移し、また企

業の設備投資の増加などから年末にかけて内需は堅調に推移しておりましたが、年初以降やや一服感が見られます。し

かしながら外需の伸びがそれらをカバーしており、全体として景気は回復を続けているものと考えられます。 

このような状況の中、当社グループといたしましては積極的に新規案件の獲得（ＮＢＯ:New Business  

Opportunity）や採用決定（ＮＤＩ:New Design In）へ導く活動を図る一方、新規顧客の開拓強化、新規商権の獲得や

拡大、海外事業の拡大などに注力し、業績の向上に努めてまいりました。売上高はこれらの活動の成果や全般的な市況

回復の影響も有り増収となりましたが、デジタル関連商品やコミュニケーション分野で価格下落の影響を受けたこと、

また先行投資など固定費の増加により、経常利益は前年を下回る水準となりました。 

エー・ディ・エム・シンガポール・プライベート・リミテッド、エー・ディ・エム・エレクトロニクス・ホンコン・

リミテッドはそれぞれ、アジア地域、中国地域での事業拡大を狙い、平成16年10月期に設立いたしました。当中間連結

会計年度は生産拠点を日本国内から海外に移転された顧客の対応をメインに注力しましたが、今後も日系企業を中心に

現地でのニーズおよび商材の発掘、顧客の開拓などにも注力する所存であります。 

以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は93億46百万円（前年同期比6.2％増）となりました。損益面にお

きましては、経常利益96百万円（前年同期比61.3％減)、中間純利益44百万円（前年同期比70.5％減）となりました。 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  日本     

   国内は、新規顧客の獲得や新規案件の採用決定に注力し、売上拡大など一部にその成果を出すことが出来ました

が、デジタル関連分野やコミュニケーション分野での利益の減少をカバーすることが出来ず、その結果として売上高

91億67百万円（前年同期比3.7％増）、営業利益は78百万円（前年同期比70.3％減）となりました。 

   アジア   

     シンガポールおよび香港は、日本国内から海外への生産をシフトされたコンシューマ機器、コミュニケーション  

機器の顧客を中心に営業活動を展開しました。その結果として売上高16億22百万円（前年同期比6.3％増）、営業利

益は14百万円（前年同期比39.5％減）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ１億78

百万円減少し、９億４百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金収支は、税金等調整前中間純利益が93百万円（前年同期比64.7％減）であったことと、売上債

権の増加額２億15百万円、たな卸資産の増加額３億77百万円となりましたが、仕入債務の増加額２億72百万円などに

より２億10百万円の支出（前年同期は12億86百万円の収入）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は４百万円（前年同期比93.8％減）となりました。これは主に固定資産の取得による

支出３百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により得られた資金は37百万円（前年同期は３億68百万円の支出）となりました。これは、短期借入金の

純増額２億円があったものの、長期借入金返済91百万円および配当金の支払70百万円による支出要因があったためで

あります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当社グループの事業区分は単一セグメントであるため、当中間連結会計期間の仕入実績を品目別に示すと、次の

とおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．アナログ系ＩＣ  アンプ及びコンバーター等 

デジタル系ＩＣ  デジタル信号を演算処理するＩＣ等 

その他      部品、アッセンブリ品等 

(2）販売実績 

 当社グループの事業区分は単一セグメントであるため、当中間連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次の

とおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ３．三洋電機㈱の当中間連結会計期間の販売実績は、総販売実績に対する割合が10/100未満であるため記載を省

略しております。 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前年同期比（％） 

アナログ系ＩＣ（千円）（注）２ 5,816,600 143.6 

デジタル系ＩＣ（千円）（注）２ 3,081,454 96.3 

その他（千円）（注）２ 11,491 32.2 

合計（千円） 8,909,546 122.3 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前年同期比（％） 

アナログ系ＩＣ（千円） 6,082,203 117.6 

デジタル系ＩＣ（千円） 3,239,270 90.4 

その他（千円） 25,031 56.2 

合計（千円） 9,346,506 106.2 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

富士フイルムフォトニックス㈱ 1,382,479 15.7 1,870,566 20.0 

航天精密工業有限公司 1,458,583 16.6 1,432,869 15.3 

㈱アクセル 1,298,820 14.8 1,246,017 13.3 

三洋電機㈱  1,080,408 12.3 － － 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 9,600,000 

計 9,600,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年４月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年７月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,230,000 3,230,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 3,230,000 3,230,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年11月１日～

平成18年４月30日 
－ 3,230,000 － 560,330 － 775,180 



(4）【大株主の状況】 

  平成18年４月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

山﨑 浩生 奈良県生駒市 994,040 30.78 

小林 隆英 埼玉県鶴ヶ島市 260,000 8.05 

山﨑 弘子 奈良県生駒市 190,000 5.88 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－１０ 145,400 4.50 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 140,800 4.36 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 61,700 1.90 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 60,000 1.86 

ステートストリートバンクア

ンドトラストカンパニー

505025 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS  

02101 U.S.A 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

42,100 1.30 

若崎 秀樹 大阪市中央区 32,500 1.01 

出口 信博 東京都世田谷区 30,000 0.93 

株式会社みずほ銀行 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

30,000 0.93 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 30,000 0.93 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 30,000 0.93 

三菱ＵＦＪキャピタル株式会

社 
東京都中央区京橋２丁目14－１ 30,000 0.93 

計 － 2,076,540 64.29 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、100株（議決権１個）

      含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 （１）新任役員 

該当事項はありません。 

（２）退任役員 

（３）役職の異動 

  平成18年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,229,700 32,297 － 

単元未満株式 普通株式        300  － 
１単元（100株）未

満の株式 

発行済株式総数 3,230,000 － － 

総株主の議決権 － 32,297 － 

  平成18年４月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 

最高（円） 1,630 1,830 2,030 1,980 1,905 1,875 

最低（円） 1,473 1,580 1,600 1,611 1,690 1,680 

役名及び職名 氏名 退任年月日 

取締役 相談役 出口 信博 平成18年６月23日  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 

西日本本部営業本部長 
取締役 顧問  山本 政男  平成18年５月１日  



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年11月１日から平成17年４月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年11月１日から平成17年４月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年11月１日から平成17年４月30

日まで）及び当中間連結会計期間（平成17年11月１日から平成18年４月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中

間会計期間（平成16年11月１日から平成17年４月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年11月１日から平成18年

４月30日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年４月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金     1,420,395     944,625     1,123,312   

２．受取手形及び売掛金 ※２   3,285,165     3,526,159     3,316,328   

３．たな卸資産     1,930,074     2,134,007     1,761,526   

４．その他     119,764     242,343     229,045   

貸倒引当金     △3,021     △3,440     △2,754   

流動資産合計     6,752,378 91.4   6,843,695 91.4   6,427,458 90.3 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１   46,249     35,826     40,805   

２．無形固定資産     12,718     14,311     15,671   

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   239,074     228,056     239,359     

(2）その他   353,792     371,682     409,201     

貸倒引当金   △17,407 575,459   △7,250 592,489   △16,223 632,337   

固定資産合計     634,426 8.6   642,627 8.6   688,814 9.7 

資産合計     7,386,805 100.0   7,486,322 100.0   7,116,272 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年４月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形及び買掛金 ※２   1,426,913     1,692,627     1,426,745   

２．短期借入金     700,000     700,000     500,000   

３．１年以内返済予定の長期
借入金 

    272,700     150,600     175,100   

４．１年以内償還予定の社債     80,000     200,000     200,000   

５．未払法人税等     108,997     72,579     14,141   

６．賞与引当金     65,663     68,738     73,214   

７．その他     133,468     244,584     228,135   

流動負債合計     2,787,742 37.7   3,129,129 41.8   2,617,336 36.8 

Ⅱ 固定負債                     

１．社債     290,000     90,000     90,000   

２．長期借入金     175,600     25,000     92,400   

３．退職給付引当金     29,792     32,931     29,126   

４．役員退職慰労引当金     110,310     121,730     116,200   

５．その他     169,020     191,987     229,921   

固定負債合計     774,722 10.5   461,648 6.2   557,648 7.8 

負債合計     3,562,465 48.2   3,590,778 48.0   3,174,984 44.6 

          

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     560,330 7.6   560,330 7.5   560,330 7.9 

Ⅱ 資本剰余金     775,804 10.5   775,804 10.3   775,804 10.9 

Ⅲ 利益剰余金     2,410,832 32.6   2,484,258 33.2   2,521,514 35.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     79,336 1.1   72,436 1.0   79,328 1.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △1,963 △0.0   2,715 0.0   4,311 0.1 

資本合計     3,824,340 51.8   3,895,544 52.0   3,941,288 55.4 

負債・資本合計     7,386,805 100.0   7,486,322 100.0   7,116,272 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     8,798,945 100.0   9,346,506 100.0   17,814,663 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,821,766 88.9   8,530,117 91.3   15,943,154 89.5 

売上総利益     977,179 11.1   816,388 8.7   1,871,509 10.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   699,938 7.9   721,019 7.7   1,448,138 8.1 

営業利益     277,240 3.2   95,369 1.0   423,370 2.4 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   1,819     2,141     3,855     

２．受取配当金   15     480     1,866     

３．受取手数料   1,574     10,743     8,279     

４．為替差益    －     4,275     50,365     

５．雑収入   1,717 5,127 0.0 1,953 19,593 0.2 2,748 67,115 0.4 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   5,812     2,568     9,440     

２．社債利息   2,142     1,643     4,016     

３．金銭債権売却損   7,554     6,139     15,265     

４．支払手数料    －     6,855     10,658     

５．為替差損   17,037     －     －     

６．雑損失   1,292 33,838 0.4 1,673 18,880 0.2 2,530 41,911 0.3 

経常利益     248,529 2.8   96,082 1.0   448,575 2.5 

Ⅵ 特別利益                     

１．貸倒引当金戻入益   1,978     －     2,245     

２．保険金収入差額   14,495 16,473 0.2 － － － 14,495 16,740 0.1 

          

Ⅶ 特別損失                     

１．固定資産除却損 ※2  －     1,209     －     

２．ゴルフ会員権評価損   1,200     －     1,200     

３．会員権評価損    －     250     －     

４．減損損失    － 1,200 0.0 1,529 2,988 0.0 － 1,200 0.0 

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    263,803 3.0   93,093 1.0   464,115 2.6 

法人税、住民税及び事業
税 

  105,314     56,759     188,513     

法人税等調整額   8,039 113,353 1.3 △8,120 48,639 0.5 14,471 202,984 1.1 

中間（当期）純利益     150,450 1.7   44,454 0.5   261,131 1.5 

          



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     775,804   775,804   775,804 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高     775,804   775,804   775,804 

                

（利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     2,366,132   2,521,514   2,366,132 

Ⅱ 利益剰余金増加高               

１．中間（当期）純利益   150,450 150,450 44,454 44,454 261,131 261,131 

Ⅲ 利益剰余金減少高               

１．配当金   80,750   71,060   80,750   

２．役員賞与   25,000 105,750 10,650 81,710 25,000 105,750 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高     2,410,832   2,484,258   2,521,514 

                



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   263,803 93,093 464,115 

減価償却費   9,610 7,383 17,229 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   △778 664 △2,245 

賞与引当金の増減額（減少：△）   632 △4,476 8,183 

退職給付引当金の増減額（減少：
△） 

  3,131 3,804 2,465 

役員退職慰労引当金の増減額（減
少：△） 

  △11,990 5,530 △6,100 

受取利息及び受取配当金   △1,835 △2,621 △5,722 

支払利息及び社債利息   7,954 4,211 13,456 

為替差損益（差益：△）   13,998 4,463 19,579 

売上債権の増減額（増加：△）   738,800 △215,043 749,840 

たな卸資産の増減額（増加：△）   549,628 △377,473 741,326 

未収還付消費税等の増減額（増加：
△） 

  43,270 △31,856 50,729 

未払消費税等の増減額（減少：
△）  

  － △5,188 4,906 

仕入債務の増減額（減少：△）   △56,819 272,981 △161,748 

役員賞与の支払額   △25,000 △10,650 △25,000 

その他   △47,764 15,127 △74,961 

小計   1,486,642 △240,048 1,796,055 

利息及び配当金の受取額   1,835 2,621 5,722 

利息の支払額   △7,294 △3,823 △12,794 

法人税等の支払額   △194,529 △3,261 △377,862 

法人税等の還付額   － 33,565 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,286,653 △210,946 1,411,120 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産の取得による支出   △7,511 △3,098 △8,051 

無形固定資産の取得による支出   △2,744 △519 △7,896 

投資有価証券の取得による支出   △56,713 △299 △57,012 

差入保証金の支出   △1,802 △700 △2,537 

その他   1,566 457 9,450 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △67,206 △4,160 △66,046 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の純増減額（減少：△）   △100,000 200,000 △300,000 

長期借入金の返済による支出   △189,600 △91,900 △370,400 

社債の償還による支出   － － △80,000 

配当金の支払額    △79,361 △70,319 △79,737 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △368,961 37,780 △830,137 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △2,945 △1,364 46,071 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少
額) 

  847,539 △178,690 561,007 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   521,989 1,082,996 521,989 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  1,369,528 904,306 1,082,996 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

  子会社はすべて連結しておりま

す。 

  連結子会社は、エー・ディ・エ

ム・シンガポール・プライベー

ト・リミテッドおよびエー・デ

ィ・エム・エレクトロニクス・ホ

ンコン・リミテッドの２社であり

ます。 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する

事項 

  該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

  連結子会社の中間決算日と中間

連結決算日は一致しております。

但し、エー・ディ・エム・エレク

トロニクス・ホンコン・リミテッ

ドは設立日（平成16年６月14日）

から当中間連結決算日までを中間

会計期間としております。 

  連結子会社の中間決算日と中間

連結決算日は一致しております。 

  連結子会社の決算日と連結決算

日は一致しております。但し、エ

ー・ディ・エム・エレクトロニク

ス・ホンコン・リミテッドは設立

日（平成16年６月14日）から当連

結決算日までを会計期間としてお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

４．会計処理基準に関する

事項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定）を採用しておりま

す。 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

を採用しております。 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価

法を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

    時価法を採用しており

ます。 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  

  ③ たな卸資産 

商品 

  移動平均法による原価法

を採用しております。 

③ たな卸資産 

商品 

  主として移動平均法によ

る原価法を採用しておりま

す。 

③ たな卸資産 

商品 

     同左 

  

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

  当社は定率法を採用して

おり、在外連結子会社は、

定額法を採用しておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物     ３～15年 

工具器具備品 ４～８年 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  

  

  ② 無形固定資産 

  自社利用のソフトウェア

については、社内における

利用可能期間（主として５

年）に基づく定額法を採用

しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  

  (ハ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  

  ② 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備

えるため、支給見込額基準

により計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当社は当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

おります。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当社は当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

  

  ④ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給

に備えるため、当社は内規

に基づく中間連結会計期間

末要支給額を計上しており

ます。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給

に備えるため、当社は内規

に基づく当連結会計年度末

要支給額を計上しておりま

す。 

  

  (ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は、損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等

の資産および負債は中間連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益および費

用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

同左 

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は、損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の

資産および負債は連結決算日

の直物為替相場により円貨に

換算し、収益および費用は期

中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含め

て計上しております。 

  (ホ)重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

  (ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用し

ております。 

  また、為替変動リスクの

ヘッジについて振当処理の

要件を満たしている場合に

は振当処理を、金利スワッ

プについて特例処理の要件

を満たしている場合には特

例処理を採用しておりま

す。 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用し

ております。 

  また、為替変動リスクの

ヘッジについて振当処理の

要件を満たしている場合に

は振当処理を採用しており

ます。 

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用し

ております。 

  また、為替変動リスクの

ヘッジについて振当処理の

要件を満たしている場合に

は振当処理を、金利スワッ

プについて特例処理の要件

を満たしている場合には特

例処理を採用しておりま

す。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針 

  主に当社の内規である

「デリバティブ取引規程」

に基づき、金利変動リス

ク、為替変動リスクをヘッ

ジしております。なお、デ

リバティブ取引は実需の範

囲で行っており、投機目的

で行うことはありません。

ヘッジ会計を適用したヘッ

ジ対象とヘッジ手段は以下

のとおりであります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針 

同左 

  

  ａ ヘッジ手段 

為替予約、通貨オプシ

ョン 

ａ ヘッジ手段 

同左 

ａ ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建仕入債務及び外

貨建予定取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  ｂ ヘッジ手段 

金利スワップ 

ｂ ヘッジ手段 

  － 

ｂ ヘッジ手段 

金利スワップ 

  ヘッジ対象 

借入金 

ヘッジ対象 

  － 

ヘッジ対象 

借入金 

  ③ ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約取引について

は、ヘッジ方針に基づき、

同一通貨で同一時期の為替

予約を締結しているため、

その後の為替相場の変動に

よる相関関係が確保されて

いますので、その判定をも

って有効性の判定に代えて

おります。また、金利スワ

ップは、特例処理の要件を

満たしておりますので、そ

の判定をもって有効性の判

定に代えております。 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約取引について

は、ヘッジ方針に基づき、

同一通貨で同一時期の為替

予約を締結しているため、

その後の為替相場の変動に

よる相関関係が確保されて

いますので、その判定をも

って有効性の判定に代えて

おります。 

③ ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約取引について

は、ヘッジ方針に基づき、

同一通貨で同一時期の為替

予約を締結しているため、

その後の為替相場の変動に

よる相関関係が確保されて

いますので、その判定をも

って有効性の判定に代えて

おります。また、金利スワ

ップは、特例処理の要件を

満たしておりますので、そ

の判定をもって有効性の判

定に代えております。 

  (ト)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

  税抜方式によっておりま

す。 

(ト)その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

同左 

(ト)その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

──── （固定資産の減損に係る会計基準） ──── 

  当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる税金等調整前中間純

利益に与える影響は軽微でありま

す。 

  

      

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

──── ──── 「地方税法等の一部を改正する法律」

(平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴い、当

連結会計年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に従い法人事業

税の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が8,463千円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が

8,463千円減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年４月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年10月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は31,416千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は42,912千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は37,847千円であります。 

※２．中間連結会計期間末日満期手

形 

※２．中間連結会計期間末日満期手

形 

※２．       ─── 

  中間連結会計期間末日満

期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決

済処理をしております。な

お、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会

計期間末日満期手形が中間

連結会計期間末残高に含ま

れております。 

  中間連結会計期間末日満

期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決

済処理をしております。な

お、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会

計期間末日満期手形が中間

連結会計期間末残高に含ま

れております。 

  

受取手形 78,551千円 受取手形 70,357千円   

支払手形  2,360千円      

 ３．貸出コミットメント 

  当社においては、運転資金

の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と貸出コミットメ

ント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中

間連結会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。 

 ３．貸出コミットメント 

  当社においては、運転資金

の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と貸出コミットメ

ント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中

間連結会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。 

 ３．貸出コミットメント 

  当社においては、運転資金

の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と貸出コミットメ

ント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

貸出コミット

メントの総額 
2,000,000千円

借入実行残高 ―  千円

差引額 2,000,000千円

   

貸出コミット

メントの総額 
2,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 1,800,000千円

   

貸出コミット

メントの総額 
2,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 1,800,000千円

   



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 

至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月１日 

至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年11月１日 

至 平成17年10月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

役員報酬 68,719千円

給与手当 210,785千円

賞与引当金繰入

額 
65,663千円

退職給付費用 24,649千円

役員退職慰労引

当金繰入額 
5,610千円

賃借料 56,879千円

減価償却費 8,964千円

役員報酬 63,030千円

給与手当 235,612千円

賞与引当金繰入

額 
68,738千円

退職給付費用 22,603千円

役員退職慰労引

当金繰入額 
5,530千円

賃借料 57,587千円

減価償却費 7,383千円

役員報酬 128,450千円

給与手当 443,174千円

賞与引当金繰入

額 
73,214千円

退職給付費用 40,918千円

役員退職慰労引

当金繰入額 
11,500千円

賃借料 113,631千円

減価償却費 17,229千円

※２．       ─── ※２．固定資産除却損の内訳  ※２．       ─── 
 建物 1,209千円  

      

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成17年４月30日現在） （平成18年４月30日現在） （平成17年10月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,420,395千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△50,866 

現金及び現金同等物 1,369,528 

現金及び預金勘定 944,625千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△40,319 

現金及び現金同等物 904,306 

現金及び預金勘定 1,123,312千円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△40,315 

現金及び現金同等物 1,082,996 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 

至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月１日 

至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年11月１日 

至 平成17年10月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

有形固定
資産 
(工具器
具備品） 

27,822 13,892 13,930 

無形固定
資産 
(ソフト
ウェア) 

70,200 25,470 44,730 

合計 98,022 39,362 58,660 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

有形固定
資産 
(工具器
具備品） 

27,822 19,205 8,617 

無形固定
資産 
(ソフト
ウェア) 

70,200 39,510 30,690 

合計 98,022 58,715 39,307 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

有形固定
資産 
(工具器
具備品） 

27,822 16,548 11,273 

無形固定
資産 
(ソフト
ウェア) 

70,200 32,490 37,710 

合計 98,022 49,038 48,983 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 19,314千円

１年超 40,060千円

合計 59,375千円

１年内 19,208千円

１年超 20,852千円

合計 40,060千円

１年内 19,456千円

１年超 30,296千円

合計 49,753千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損

損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 10,040千円

減価償却費相当額 9,676千円

支払利息相当額 488千円

支払リース料 10,040千円

減価償却費相当額 9,676千円

支払利息相当額 347千円

支払リース料 20,080千円

減価償却費相当額 19,353千円

支払利息相当額 906千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,026千円

１年超 1,368千円

合計 2,394千円

１年内 1,026千円

１年超 342千円

合計 1,368千円

１年内 1,026千円

１年超 855千円

合計 1,881千円

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年４月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年４月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成17年10月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 74,061 207,624 133,562 

合計 74,061 207,624 133,562 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 

（店頭売買株式を除く） 
31,450 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 74,660 196,606 121,946 

合計 74,660 196,606 121,946 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 31,450 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 74,360 207,909 133,549 

合計 74,360 207,909 133,549 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 31,450 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日） 

 デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日） 

 デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日） 

 デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日） 

当社および連結子会社の事業は半導体販売事業ならびに、これらに付帯する業務の単一事業であるため記載

を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日） 

当社および連結子会社の事業は半導体販売事業ならびに、これらに付帯する業務の単一事業であるため記載

を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日） 

当社および連結子会社の事業は半導体販売事業ならびに、これらに付帯する業務の単一事業であるため記載

を省略しております。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・シンガポール、香港 

当中間連結会計期間（自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・シンガポール、香港 

前連結会計年度（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア・・・シンガポール、香港 

  
日本 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計（千円）
消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売

上高 
7,272,818 1,526,127 8,798,945 － 8,798,945 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,565,566 － 1,565,566 (1,565,566) － 

計 8,838,384 1,526,127 10,364,511 (1,565,566) 8,798,945 

営業費用 8,574,640 1,501,872 10,076,512 (1,554,807) 8,521,704 

営業利益 263,744 24,255 287,999 (10,758) 277,240 

  
日本 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計（千円）
消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売

上高 
7,723,913 1,622,592 9,346,506 － 9,346,506 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,443,262 － 1,443,262 (1,443,262) － 

計 9,167,175 1,622,592 10,789,768 (1,443,262) 9,346,506 

営業費用 9,088,741 1,607,918 10,696,659 (1,445,523) 9,251,136 

営業利益 78,434 14,673 93,108 2,261 95,369 

  
日本 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計（千円）
消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売

上高 
14,205,472 3,609,191 17,814,663 － 17,814,663 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
3,724,078 － 3,724,078 (3,724,078) － 

計 17,929,550 3,609,191 21,538,741 (3,724,078) 17,814,663 

営業費用 17,548,426 3,558,055 2,106,482 (3,715,190) 17,391,292 

営業利益 381,123 51,135 432,259 (8,888) 423,370 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年11月１日 至 平成17年４月30日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。 

  アジア・・・中国、シンガポール 

３．海外売上高は当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。 

  アジア・・・中国、シンガポール 

３．海外売上高は当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。 

  アジア・・・中国、シンガポール 

３．海外売上高は当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,917,812 1,917,812 

Ⅱ 連結売上高（千円） － 8,798,945 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
21.8 21.8 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,734,023 1,734,023 

Ⅱ 連結売上高（千円） － 9,346,506 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
18.6 18.6 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 4,174,072 4,174,072 

Ⅱ 連結売上高（千円） － 17,814,663 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
23.4 23.4 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１株当たり純資産額 1,184円00銭

１株当たり中間純利益

金額 
46円57銭

１株当たり純資産額 1,206円05銭

１株当たり中間純利益

金額 
13円76銭

１株当たり純資産額 1,216円91銭

１株当たり当期純利益

金額 
77円54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

  

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日）

中間（当期）純利益（千円） 150,450 44,454 261,131 

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
－ － 10,650 

（うち利益処分による役員賞与

金）（千円） 
－ － (10,650) 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
150,450 44,454 250,481 

期中平均株式数（株） 3,230,000 3,230,000 3,230,000 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年４月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金   966,492 463,002 434,536   

２ 受取手形 ※３ 907,565 1,086,949 834,096   

３ 売掛金   2,930,315 3,024,044 3,431,471   

４ たな卸資産   1,780,355 1,939,193 1,434,243   

５ その他 ※２ 113,117 236,962 216,631   

貸倒引当金   △3,021 △3,440 △2,754   

流動資産合計     6,694,825 90.8 6,746,711 91.1   6,348,225 89.7

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１ 41,798 33,681 37,739   

２ 無形固定資産   12,582 14,056 15,331   

３ 投資その他の資産         

(1）投資有価証券   239,074 228,056 239,359   

(2）その他   400,230 393,001 455,329   

貸倒引当金   △17,407 △7,250 △16,223   

投資その他の資産合計   621,896 613,807 678,465   

固定資産合計     676,277 9.2 661,545 8.9   731,536 10.3

資産合計     7,371,102 100.0 7,408,257 100.0   7,079,761 100.0 

          

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形 ※３ 2,360 － 2,380   

２ 買掛金   1,414,814 1,692,394 1,423,211   

３ 短期借入金   700,000 700,000 500,000   

４ １年以内返済予定の長期借
入金 

  272,700 150,600 175,100   

５ １年以内償還予定の社債   80,000 200,000 200,000   

６ 未払法人税等   104,018 56,969 2,524   

７ 賞与引当金   65,663 68,738 73,214   

８ その他   131,706 241,912 224,525   

流動負債合計     2,771,262 37.6 3,110,614 42.0   2,600,955 36.7

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年４月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年10月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債         

１ 社債   290,000 90,000 90,000   

２ 長期借入金   175,600 25,000 92,400   

３ 退職給付引当金   29,792 32,931 29,126   

４ 役員退職慰労引当金   110,310 121,730 116,200   

５ その他   169,020 191,987 229,921   

固定負債合計     774,722 10.5 461,648 6.2   557,648 7.9

負債合計     3,545,985 48.1 3,572,263 48.2   3,158,603 44.6

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     560,330 7.6 560,330 7.5   560,330 7.9

Ⅱ 資本剰余金         

１ 資本準備金   775,180 775,180 775,180   

２ その他資本剰余金   624 624 624   

資本剰余金合計     775,804 10.5 775,804 10.5   775,804 11.0

Ⅲ 利益剰余金         

１ 利益準備金   9,000 9,000 9,000   

２ 任意積立金   1,940,000 2,140,000 1,940,000   

３ 中間（当期）未処分利益   460,646 278,424 556,695   

利益剰余金合計     2,409,646 32.7 2,427,424 32.8   2,505,695 35.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金     79,336 1.1 72,436 1.0   79,328 1.1

資本合計     3,825,117 51.9 3,835,994 51.8   3,921,157 55.4

負債資本合計     7,371,102 100.0 7,408,257 100.0   7,079,761 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     8,838,384 100.0 9,167,175 100.0   17,929,550 100.0

Ⅱ 売上原価     7,911,627 89.5 8,398,907 91.6   16,171,719 90.2

売上総利益     926,756 10.5 768,267 8.4   1,757,831 9.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費     663,012 7.5 689,833 7.5   1,376,707 7.7

営業利益     263,744 3.0 78,434 0.9   381,123 2.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   5,127 0.1 14,960 0.2   79,500 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   33,804 0.4 21,809 0.3   41,911 0.2

経常利益     235,067 2.7 71,586 0.8   418,713 2.3

Ⅵ 特別利益 ※３   16,473 0.1 － －   16,740 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４   1,200 0.0 27,849 0.3   1,200 0.0

税引前中間（当期）純利
益 

    250,341 2.8 43,736 0.5   434,254 2.4

法人税、住民税及び事業
税 

  100,313 52,539 177,635   

法人税等調整額   12,562 112,876 1.2 △12,241 40,297 0.5 23,105 200,740 1.1

中間（当期）純利益     137,464 1.6 3,438 0.0   233,513 1.3

前期繰越利益     323,182 274,985   323,182 

中間（当期）未処分利益     460,646 278,424   556,695 

          



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

  

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

  時価法を採用しておりま

す。 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品 

  移動平均法による原価法を

採用しております。 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

  定率法を採用しておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物      ３～15年 

工具器具備品  ４～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額基準によ

り計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

  (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は、損益として

処理しております。 

同左   外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用して

おります。 

  また、為替変動リスクのヘ

ッジについて振当処理の要件

を満たしている場合には振当

処理を、金利スワップについ

て特例処理の要件を満たして

いる場合には特例処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用して

おります。 

  また、為替変動リスクのヘ

ッジについて振当処理の要件

を満たしている場合には振当

処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用して

おります。 

  また、為替変動リスクのヘ

ッジについて振当処理の要件

を満たしている場合には振当

処理を、金利スワップについ

て特例処理の要件を満たして

いる場合には特例処理を採用

しております。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

  主に当社の内規である「デ

リバティブ取引規程」に基づ

き、金利変動リスク、為替変

動リスクをヘッジしておりま

す。なお、デリバティブ取引

は実需の範囲で行っており、

投機目的で行うことはありま

せん。ヘッジ会計を適用した

ヘッジ対象とヘッジ手段は以

下のとおりであります。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘ

ッジ方針 

同左 

  ａ ヘッジ手段 

為替予約、通貨オプション

ａ ヘッジ手段 

同左 

ａ ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建仕入債務及び外貨

建予定取引 

ヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

  ｂ ヘッジ手段 

金利スワップ 

ｂ ヘッジ手段 

－ 

ｂ ヘッジ手段 

金利スワップ 

  ヘッジ対象 

借入金 

ヘッジ対象 

－ 

ヘッジ対象 

借入金 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

  (3）ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約取引については、

ヘッジ方針に基づき、同一通

貨で同一時期の為替予約を締

結しているため、その後の為

替相場の変動による相関関係

が確保されていますので、そ

の判定をもって有効性の判定

に代えております。また、金

利スワップは、特例処理の要

件を満たしておりますので、

その判定をもって有効性の判

定に代えております。 

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約取引については、

ヘッジ方針に基づき、同一通

貨で同一時期の為替予約を締

結しているため、その後の為

替相場の変動による相関関係

が確保されていますので、そ

の判定をもって有効性の判定

に代えております。 

(3）ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約取引については、

ヘッジ方針に基づき、同一通

貨で同一時期の為替予約を締

結しているため、その後の為

替相場の変動による相関関係

が確保されていますので、そ

の判定をもって有効性の判定

に代えております。また、金

利スワップは、特例処理の要

件を満たしておりますので、

その判定をもって有効性の判

定に代えております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

──── （固定資産の減損に係る会計基準） ──── 

  当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる税引前中間純利益に与え

る影響は軽微であります。 

  

      

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

──── ──── 「地方税法等の一部を改正する法律」

(平成15年法律第９号）が平成15年３

月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴い、当

事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」 （平成

16年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）に従い法人事業

税の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が8,463千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が8,463千

円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年４月30日） 

前事業年度末 
（平成17年10月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 
29,139千円

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 
37,761千円

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 
34,563千円

※２ 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。  

※２ 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。  

※２      ─────  

  

 ※３ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をし

ております。なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であったため、次の

中間期末日満期手形が中間期末残高に含

まれております。 

   受取手形  78,551千円 

   支払手形   2,360千円 

 ※３ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をし

ております。なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であったため、次の

中間期末日満期手形が中間期末残高に含

まれております。 

   受取手形  70,357千円 

 ※３         ───── 

  ４ 保証予約 

連結子会社の仕入債務に対し保証予約

を行っております。 

  エー・ディ・エム・シンガポール・プラ

イベート・リミテッド 9,587千円 

  ４ 保証予約 

連結子会社の仕入債務に対し保証予約

を行っております。 

  エー・ディ・エム・シンガポール・プラ

イベート・リミテッド   50千円 

  ４ 保証予約 

連結子会社の仕入債務に対し保証予約

を行っております。 

  エー・ディ・エム・シンガポール・プラ

イベート・リミテッド  945千円 

  ５ 貸出コミットメント 

  当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行３行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円

借入実行残高 ―  千円

差引額 2,000,000千円

  ５ 貸出コミットメント 

  当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行３行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 1,800,000千円

  ５ 貸出コミットメント 

  当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行３行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当期末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 2,000,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 1,800,000千円

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,819千円 受取利息 1,783千円

受取手数料 10,743 

受取利息 3,852千円

受取手数料 8,279 

為替差益 62,753 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 5,812千円

社債利息 2,142 

金銭債権売却損 7,554 

為替差損 17,002 

支払利息 2,568千円

社債利息  1,643 

金銭債権売却損  6,139 

為替差損  2,928 

支払手数料  6,855 

支払利息 9,440千円

社債利息 4,016 

金銭債権売却損 15,265 

支払手数料 10,658 

    

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３      ─────  ※３ 特別利益のうち主要なもの 

保険収入差額 14,495千円

    

    保険収入差額 14,495千円

貸倒引当金戻入益 2,245  

※４      ─────  ※４ 特別損失のうち主要なもの 

関係会社株式評価損 24,860千円

減損損失 1,529 

※４      ─────  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,295千円

無形固定資産 1,253 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 4,420千円

無形固定資産 1,795 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 10,719千円

無形固定資産 2,892 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資
産(工具器具
備品) 

27,822 13,892 13,930 

無形固定資
産(ソフトウ
ェア) 

70,200 25,470 44,730 

合計 98,022 39,362 58,660 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資
産(工具器具
備品) 

27,822 19,205 8,617

無形固定資
産(ソフトウ
ェア) 

70,200 39,510 30,690

合計 98,022 58,715 39,307

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固定資
産(工具器具
備品) 

27,822 16,548 11,273

無形固定資
産(ソフトウ
ェア) 

70,200 32,490 37,710

合計 98,022 49,038 48,983

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 19,314千円

１年超 40,060千円

合計 59,375千円

１年内 19,208千円

１年超 20,852千円

合計 40,060千円

１年内 19,456千円

１年超 30,296千円

合計 49,753千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 10,040千円

減価償却費相当額 9,676千円

支払利息相当額 488千円

支払リース料 10,040千円

減価償却費相当額 9,676千円

支払利息相当額 347千円

支払リース料 20,080千円

減価償却費相当額 19,353千円

支払利息相当額 906千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1,026千円

１年超 1,368千円

合計 2,394千円

１年内 1,026千円

１年超 342千円

合計 1,368千円

１年内 1,026千円

１年超 855千円

合計 1,881千円

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年４月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成18年４月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度（平成17年10月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

１株当たり純資産額 1,184.24円

１株当たり中間純利益

金額 
42.55円

１株当たり純資産額 1,187.61円

１株当たり中間純利益

金額 
1.06円

１株当たり純資産額 1,210.68円

１株当たり当期純利益

金額 
68.99円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日)

前事業年度 
(自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日)

中間（当期）純利益（千円） 137,464 3,438 233,513 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 10,650 

（うち利益処分による役員賞与金） 

（千円） 
－ － (10,650) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
137,464 3,438 222,863 

期中平均株式数（株） 3,230,000 3,230,000 3,230,000 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第31期）（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日）平成18年１月27日近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年７月２２日

エ ー・デ ィ・エ ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエー・ディ・エム株

式会社の平成１６年１１月１日から平成１７年１０月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年１１月１日から平

成１７年４月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、エー・ディ・エム株式会社及び連結子会社の平成１７年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期

間（平成１６年１１月１日から平成１７年４月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 隂 地 弘 和 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年７月２１日

エー・ディ・エム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエー・ディ・エム株

式会社の平成１７年１１月１日から平成１８年１０月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年１１月１日から平

成１８年４月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書

及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、エー・ディ・エム株式会社及び連結子会社の平成１８年４月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期

間（平成１７年１１月１日から平成１８年４月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 隂 地 弘 和 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年７月２２日

エ ー・デ ィ・エ ム 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエー・ディ・エム株

式会社の平成１６年１１月１日から平成１７年１０月３１日までの第３１期事業年度の中間会計期間（平成１６年１１月１日から平

成１７年４月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、エー・

ディ・エム株式会社の平成１７年４月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年１１月１日から平

成１７年４月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 隂 地 弘 和 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年７月２１日

エー・ディ・エム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエー・ディ・エム株

式会社の平成１７年１１月１日から平成１８年１０月３１日までの第３２期事業年度の中間会計期間（平成１７年１１月１日から平

成１８年４月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、エー・

ディ・エム株式会社の平成１８年４月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１１月１日から平

成１８年４月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 隂 地 弘 和 
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